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○港区精神障害者グループホーム運営費補助金交付要綱 

平成１８年８月４日 

１８港保障福第３０９号 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第１７項に規定する共同生活援助を

行う事業者（主に精神障害者の援助を行うものに限る。以下、「グループホーム」という。）

の安定的な運営を図るため、区がその運営資金を補助し、もって障害者の地域社会におけ

る自立生活を促進することを目的とする。 

（補助対象事業） 

第２条 補助金の交付対象とする事業（以下「補助対象事業」という。）は、東京都障害者

グループホーム支援事業実施要綱（平成１９年１１月１６日付１９福保障居第１１２２

号）に基づき、グループホームとして都知事の認可を受けたグループホームであって、区

内に所在し、区民（法における自立支援給付の利用により、区民でなくなった者を含む。

次項において同じ。）が利用するものとする。ただし、次条第４号に規定する設備整備費

の補助対象事業については、１０年間は事業を維持できる見込みがある場合に限る。 

２ 前項の規定にかかわらず、次条第１号の施設借上等経費については、前項に規定するグ

ループホーム以外のグループホームにおいて、区民が利用する居室についても、補助対象

事業として認めるものとする。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の交付対象とする経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に掲げるも

のとする。 

（１） 施設借上等経費（区民が利用する居室の家賃等、運営を行う施設の家賃、契約更

新料、施設開設時の家屋借上費及び空室発生時の補助に要する経費をいう。） 

（２） 社会活動訓練費（施設の入居者及び世話人が全員参加することを想定して企画し、

実施される社会性を身に付けるための活動に要する経費をいう。） 

（３） 防災防犯関係設備経費（施設の防災又は防犯に伴う設備の設置等に要する経費を

いう。） 

（４） 設備整備費（東京都が定める障害者通所施設等整備費補助要綱により交付される

補助金（以下この号において「都補助金」という。）の交付対象となるもので、施設の

新設又は改築（定員の増加に伴う増設を含む。）に際して行った施設整備及び老朽設備



2/8 

の更新に要する経費（都補助金として交付された額を除く。）をいう。） 

（５） 開設準備経費（施設を開設するためにかかった家財等の物品購入に要する経費を

いう。） 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表の定めるところにより算出し、予算の範囲内において定める。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとするものは、港区精神障害者グループホーム運営費補助

金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、区長が定める日までに区長に提

出しなければならない。ただし、年度の途中において補助対象事業を開始する場合は、事

業開始月の翌月末日までに申請書を区長に提出しなければならない。 

（１） 精神障害者グループホーム事業計画書（第２号様式） 

（２） 施設借上等経費予算書（第３号様式） 

（３） 建物の平面図及び案内図 

（４） その他区長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第６条 区長は、前条の規定による補助金の交付申請があった場合は、その内容を審査し、

補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金の交付額を決定し、港区精神障害者グル

ープホーム運営費補助金交付決定通知書（第４号様式）により、申請者に通知するものと

する。 

（補助金の請求） 

第７条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、

請求書により補助金を区長に請求するものとする。 

（補助金の交付方法） 

第８条 補助金は、港区会計事務規則（昭和３９年港区規則第５号）第８９条第１項第３号

の規定に基づき、概算払いをすることができる。 

（事情変更による交付決定の取消し等） 

第９条 区長は、補助金の交付決定後の事情の変更により特に必要と認めたときは、交付決

定の全部若しくは一部を取り消し、又は交付決定の内容若しくはこれに付した条件を変更

することができる。 

（承認事項） 

第１０条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ区長の承認を
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受けなければならない。 

（１） 補助対象事業の内容を変更しようとするとき（軽微なものは除く。）。 

（２） 補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（事故報告等） 

第１１条 補助事業者は、事故等の不測の事態が生じたことにより、補助対象事業の遂行が

困難となったときは、速やかにその理由及び状況を書面により区長に報告し、その指示を

受けなければならない。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、会計年度終了の日又は補助事業が終了した日から３０日以内に、

港区精神障害者グループホーム運営費補助金実績報告書（第５号様式）に次に掲げる書類

（第６号から第７号までに掲げる書類にあっては、第３条第１号に規定する経費の交付決

定を受けている区内補助事業者が実績報告を行う場合に限る。）を添えて、区長に提出し

なければならない。 

（１） 事業実績報告書（第６号様式） 

（２） 施設借上等経費収支決算書（第７号様式） 

（３） 社会活動訓練費内訳書（第８号様式） 

（４） 社会活動訓練事業実施報告書（第９号様式） 

（５） 社会活動訓練内容が分かる写真等 

（６） 施設借上等経費実績（第１０号様式） 

（７） 施設借上等経費決算書（第１１号様式） 

（８） 施設借上等経費補助の算定（第１２号様式） 

（９） 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１３条 区長は、前条の規定による報告書の提出があった場合は、その内容を審査し、必

要に応じて現地調査等を行い、補助対象事業の成果が交付決定の内容及びこれに付した条

件に適合するものと認めたときは、補助金の額を確定し、港区精神障害者グループホーム

運営費補助金交付額確定通知書（第１３号様式）により、補助事業者に通知するものとす

る。 

２ 補助事業者は、補助金の額の確定通知後、速やかに港区精神障害者グループホーム運営

費補助金清算書（第１４号様式）を区長に提出しなければならない。 

（補助金の返還） 
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第１４条 区長は、前条の規定により補助金の額を確定した後において、補助金の額より補

助対象経費の実支出額が少ないことが判明したときは、期限を定めてその差額の返還を補

助事業者に命ずるものとする。 

２ 区長は、第３条第４号に規定する補助金について、補助事業者がやむを得ない理由で１

０年間事業を維持できなかった場合は、別に定める方法により返還額を確定し、期限を定

めて当該返還額の返還を命ずるものとする。 

３ 港区暴力団排除条例（平成２６年港区条例第１号）第１２条第２項の規定に基づき、補

助金の交付が暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資すると認められるとき。 

（関係書類の整理保管） 

第１５条 補助事業者は、補助対象事業に係る帳簿その他の関係書類を当該補助対象事業の

属する会計年度の終了後５年間整理保管しなければならない。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関しては、港区補助金等交付規則

（昭和４８年港区規則第４号）の定めるところにより、そのほか必要な事項は、保健福祉

支援部長が定める。 

付 則 

この要綱は、平成１８年８月２５日から施行し、同年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２１年１０月２９日から施行し、同年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２２年１０月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２７年１月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
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付 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和３年１２月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

区分 補助金額 

施設借上等経費   上限額 

家賃補助 ①世話人室分の半額

補助 

①１室１か月１００，０００円と

する。 

②利用者居室及び交

流室分の補助 

（区内グループホー

ムの場合） 

②１室１か月７４，０００円とす

る。 

ただし、家賃の額が７４，００

０円を下回る場合は、当該家賃の

額とする。 

③利用者居室の補助 

（区外グループホー

ムの場合） 

③１人１か月６９，８００円とす

る。 

ただし、家賃の額が６９，８０

０円を下回る場合は、当該家賃の

額とする。 

なお、法第３４条第１項に規定する特定障害者特別給付費の支給対象とな

る入居者にあっては、上記金額から特定障害者特別給付費を控除した額を

限度とする。 

契約更新料の補助 ２か月分を限度とし、

全額補助 

１室１か月１００，０００円とす

る。 

家屋借上げ費用の

補助（開設時のみ）

家屋借上げにかかっ

た権利金、礼金、仲介

手数料の補助 

７５０，０００円×３／４とする。

空室補助 利用者退所日の属す

る月から３か月以内

の賃料 

  

①居住者の居室は、個室とする。 
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②利用者居室及び交流室の補助は、知的障害者グループホームでの市町村

に対する東京都家賃助成（２４，０００円）と港区補助（５０，０００

円）の上限合算額（７４，０００円）を上限とする。 

③区外グループホーム等における利用者居室及び交流室の補助は、精神障

害者グループホームでの市町村に対する東京都施設借上費基準額（６９，

８００円）とする。 

④空室補助は、別途請求し、交付するものとする。 

⑤社会福祉法人が年度の中途において補助事業の運営を開始し、又は廃止

した場合の交付額は、区長が承認する開始日又は廃止日の属する月を含

めた補助事業実施月数分とする。 

社会活動訓練費 補助月額 ５０，０００円 

①補助月額は、限度額とする。 

②年間１２回程度の実施とする。 

③補助対象経費は、介助人の雇上げ経費、活動に係る諸経費、食料費及び

交通費とする。 

④補助対象経費に係る領収書等の関係書類は、補助事業者が管理し、区の

請求に応じて提出するものとする。 

防災防犯関係設

備経費 

  

補助年額 １２０，０００円 

防災及び防犯に係る設備の設置等に要する費用とする。 

設備整備費 補助交付額 経費の全額（１ユニット当たり限度額２，８００万円。

１，０００円未満切捨て） 

交付対象とする整備の内容は、区長が必要と認めたものとする。 

開設準備経費 補助交付額 ３０９，０００円 

補助交付額または実際にかかった経費のうち低い額 

備考 

１ 入居者が入院し、６か月以内に退院が見込まれる場合は、入院した日から６か月が

経過する日の属する月の末日までを入居実績とみなし、補助対象とする。 

２ 区内に所在するグループホームに関して、入居者が退去した場合は、退去した日か

ら３か月が経過する日の属する月の翌月から補助対象外とする。 

３ 新たな居室（補助対象外となった居室を含み、借替えを除く。）に補助を開始する
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場合は、入居のあった日から補助対象とし、当月の居室の家賃補助については、入居

のあった日から同日の属する月の末日までの分を日割りで算出する。 

４ 交流室に補助を開始する場合は、当該グループホームに最初の入居者が入居した日

から補助対象とし、当月の交流室の家賃補助は、入居のあった日から同日の属する月

の末日までの分を日割りで算出する。 

５ 補助対象及び補助対象外の算定期間が年度をまたがる場合は、前年度の期間から引

き続き算定することとする。 

６ 月額１室当たり基準額とは、生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示

第１５８号）別表第３の２に定める額に１００分の１３０を乗じて得た額とする。 

１級地及び２級地＝６９，８００円、３級地＝５３，２００円 

７ 生活保護対象者は、生活保護住宅扶助を家賃に充てることとし、区の認める施設借

上等経費が生活保護住宅扶助の額を上回る場合のみ、補助基準額を限度に不足分を補

助する。 

８ 入居者個人に係る経費（飲食物費、日用品費、光熱水費等）は補助の対象としない。 

９ 設備整備費は、社会福祉法人等及び民間企業等が賃借している建物について補助対

象とする場合には、事業開始後１０年以上の賃貸借期間が契約書及び承諾書により確

認できるものに限り補助するものとする。 

１０ 第１３条第２項の規定により、設備整備費について返還を求める場合は、「減価

償却資産の償却の方法」（所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第１２０条）

に規定する定率法により残存価格を算出し、算出された残存価格に補助金交付額を乗

じ、総事業費で除した金額を返還額とする。なお、残存価格を算出する際は、「減価

償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年大蔵省令第１５条）の別表第７及

び第８に定める耐用年数１０年における定率法による償却率を適用するものとする。 



8/8 

様式（省略） 

 

  付 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区障害者グループホーム運営費補助金交付要綱による補助 

金額は、この要綱の施行の日以後の申請について適用し、同日前の申請については、なお 

従前の例による。 


